
 
  
 基 登第 1 1 1 9 0 0 4 号 

平成 1 4 年 1 1 月 1 9 日 

都道府県労働局長 殿 

厚生労働省労働基準局長 

( 公 印 省 略 ) 

労災診療費算定基準の 一部改正について 

労働者災害補償保険法の 規定による療養の 給付に要する 診療費の算定に 用いる労災診療 

単価は、 昭和 5 1 年 1 月 1 3 日付け 基 登第 7 2 号通達 ( 最終改正平成 1 4 年 4 月 1 0 日、 

以下「 7 2 号通達」 という。 ) 記の 2 に基づき、 7 2 号通達別紙 1 の非課税医療機関につ 

いては 1 1 円 5 0 銭とし、 その他の医療機関に 係るものについては 1 2 円とすることとさ 

れているところであ るが、 民法 ( 明治 2 9 年法律第 8 9 号 ) 第 3 4 条の規定により 設立さ 

れた一部の法人等が 行 う 医療保健美にあ っては、 法人税法 ( 昭和 4 0 年法律第 3 4 号 ) 第 

7 条及び地方税法 ( 昭和 2 5 年法律第 2 2 6 号 ) 第 7 2 条の 5 の規定に基づき 非課税に 該 

当 するか否かは 当該法人の事業年度終了後に 判明するもので、 医療機関の労災診療費請求 

時においては 判明し得ない 場合があ ることから、 これら医療機関に 対する労災診療費の 支 

払に 支障が生じているところであ る。 また、 法人税法施行令の 一部改正に伴い 7 2 号通達 

別紙 1 に掲げる法人等が 変更されたこと 等から、 7 2 号通達別紙工を 下記のとおり 改める 

こととしたので 了知の上、 関係職員及び 医療機関等に 対する周知に 努めるとともに、 その 

取扱いに遺漏なきを 期されたい。 

なお、 下記 2 の改正は、 平成 1 5 年 4 月 1 日以降の診療に 係るものから 適用する。 

- 己 

1  7 2 号通達別紙 1 の 1 関係 

(1)  「社会福祉法人 ( 恩賜財団済生会、 北海道社会事業協会 ) 」を「社会福祉法人」に 

改める。 

(2)  「私立学校教職員共済組合」を「日本私立学校振興・ 共済事業団」に 改める。 



(3)  「全国社会保険協会連合会」を「 ( 社 ) 全国社会保険協会連合会、 ( 財 ) 都道府県社 

会保険協会」に 改める。 

(4)  「結核予防会」、 「公益法人の 運営するハンセン 病療養所 ( 神山役 生 病院 ) 」及び 

「学術の研究を 行 う 公益法人に付随するもの」を 加える。 

2 2 7 号通達別紙 1 の 2 関係 
「上記 1 以外の公共法人、 公益法人等が 開設する医療機関で 国税局等に照会の 結果 

非課税医療機関と 認められている 医療機関」を「上記 1 以外の法人税法 ( 昭和 40 年 法 

律 第 34 号 ) 別表第 2 の公益法人等が 開設する医療機関のうち、 診療月の属する 会計年 

度の双々年度 ( 事業年度が会計年度と 異なるときは 診療月の属する 会計年度当初におい 

て 既に確定申告を 行った直近の 事業年度 ) の医療保健美 は ついて、 当該法人等が 非課税 

医療機関に該当するとして 確定申告を行った 医療機関及び 同法別表 第 1 の公共法人が 開 

鼓 する医療機関」に 改める。 


